
千葉県農業水利施設物価高騰対策支援事業補助金交付要綱 
 

令和４年１０月１９日制定 耕第１０７４号 
令和５年８月１０日 一部改正 

                  
 
（目 的） 
第１条 コロナ禍において外食需要の落ち込み等により米価が下落している中、さら

に燃料価格高騰により電力料金等が値上がりし農業者が大きな影響を受けている

状況である。これを踏まえ、農業者の負担軽減に資するため、県営土地改良事業及

び県から補助を受けて造成された農業水利施設を管理する土地改良区および複数

の農業者が利用する農業水利施設を管理している農業者が構成員となる団体（以

下、「土地改良区等」という。）並びに、補助事業を活用して管理している農業水利

施設に係る補助事業費の一部を負担している土地改良区等に対し、管理している

揚水機場、排水機場及び用排兼用機場（以下、「機場」という。）に要する電力料金

等の増高分に対して、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付

に関しては、予算の範囲内において、千葉県補助金等交付規則（昭和３２年千葉県

規則第５３号。以下「規則」という。）及びこの要綱に基づき補助金を交付するも

のとする。 
 
（補助対象施設、経費及び補助率等） 
第２条 補助事業の補助対象施設、経費及び補助率は、別表のとおりとする。 
２ 前項の規定にかかわらず、補助を受けようとする事業を行う者（法人その他の団

体にあっては、その役員等（業務を執行する社員、取締役、執行役若しくはこれら

に準ずる者、相談役、顧問その他の実質的に当該団体の経営に関与している者又は

当該団体の業務に係る契約を締結する権限を有する者をいう。以下同じ。））が次の

各号のいずれかに該当する者であるときは、当該事業は、補助の対象とならない。 
一 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。） 
二 次のいずれかに該当する行為（ロ又はハに該当する行為であって、法令上の義

務の履行としてするものその他正当な理由があるものを除く。）をした者（継続

的に又は反復して当該行為を行うおそれがないと認められる者を除く。） 
イ 自己若しくは他人の不正な利益を図る目的又は他人に損害を加える目的で、

情を知って、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号

に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力団員を利用する行為 
ロ 暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資することとなることを知り

ながら、暴力団員又は暴力団員が指定した者に対して行う、金品その他の財

産上の利益若しくは便宜の供与又はこれらに準ずる行為 
ハ 県の事務又は事業に関し、請負契約、物品を購入する契約その他の契約の相

手方（法人その他の団体にあっては、その役員等）が暴力団員であることを

知りながら、当該契約を締結する行為 
三 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 
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（間接補助事業者及び実施主体） 
第３条 間接補助事業者は、千葉県土地改良事業団体連合会（以下「連合会」という。）

とし、県営土地改良事業及び県から補助を受けて造成された農業水利施設を管理

する土地改良区等並びに、補助事業を活用して管理している農業水利施設に係る

補助事業費の一部を負担している土地改良区等を実施主体とする。 
 
（交付申請） 
第４条 連合会は、規則第３条の規定により補助金の交付を申請しようとする場合に

は、知事が別に定める期日までに千葉県農業水利施設物価高騰対策支援事業補助

金交付申請書（別記様式第１号）を知事に提出しなければならない。 
２ 前項の申請書を提出するに当たって、連合会について当該補助金に係る仕入れ

に係る消費税等相当額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当す

る額のうち、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消

費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２

２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて

得た金額をいう。以下同じ。）がある場合には、これを減額して申請しなければ

ならない。ただし、申請時において当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当

額が明らかでない場合については、この限りでない。 

 

（交付の条件） 

第５条 規則第５条の規定により付する条件は、次のとおりとする。 

一 事業の内容の変更又は補助事業に要する経費の配分の変更をする場合におい

ては、知事の承認を受けること。 

二 事業を中止し、又は廃止する場合においては、知事の承認を受けること。 

三 事業が予定の期間内に完了しない場合又は当該事業の遂行が困難となった場

合においては、速やかに知事に報告し、その指示を受けること。 

四 その他知事が必要と認める条件 

 

（承認申請） 

第６条 前条第一号又は第二号の規定により承認を受けようとするときは、農業水利

施設物価高騰対策支援事業変更（中止・廃止）承認申請書（別記様式第２号）を知事

に提出しなければならない。 

 

（状況報告） 

第７条 連合会は、規則第１０条の規定により、補助事業の遂行状況に関し、補助金

の交付の決定に係る年度の１２月末日現在における農業水利施設物価高騰対策支

援事業補助金遂行状況報告書（別記様式第３号）を翌月１５日までに知事に提出し

なければならない。 
 
（実績報告） 
第８条 連合会は、規則第１２条の規定により、実績報告をしようとする場合は、補

助金の交付の決定に係る会計年度の終了の日までに、農業水利施設物価高騰対策支

2



援事業補助金実績報告書（別記様式第４号）を知事に提出しなければならない。 
２ 第４条第２項ただし書の規定により交付の申請をした場合は、前項の実績報告書

を提出するに当たって当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかに

なった場合には、これを補助金額から減額して報告しなければならない。 
３ 第４条第２項ただし書の規定により交付の申請をした場合は、第１項の実績報告

書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る仕

入れに係る消費税等相当額が確定した場合には、その金額（前項の規定により減額

した事業主体については、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を仕入れに係

る消費税等相当額報告書（別記様式第５号）により速やかに知事に報告するととも

に、知事の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。この場合において、

当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額がないときは、その理由について併

せて報告しなければならない。 
４ 第４条第２項ただし書の規定により交付の申請をした場合は、当該補助金に係る

仕入れに係る消費税等相当額が規則第１４条の規定による額の確定のあった日の

属する年の翌年の５月末日になっても明らかにならない場合には、その状況につい

て、同年６月１５日までに、仕入れに係る消費税等相当額報告書（別記様式第５号）

により知事に報告しなければならない。 
５ 連合会及び土地改良区等は、補助金に関する経理についての収支を明確にした証

拠書類などを整備し、これらの書類を補助金の交付の決定があった会計年度の翌年

度から起算して５年間以上保管しなければならない。 
 
（是正のための措置） 
第９条 知事は、規則第１２条の報告を受けた場合には、規則第１３条に基づき、是

正の為の措置を命ずることがある。 
 
（交付の請求） 
第１０条 連合会は、規則第１５条の規定により、補助金の交付を請求しようとする

場合には、千葉県農業水利施設物価高騰対策支援事業補助金交付請求書（別記様式

第６号）を知事に提出しなければならない。 
 
（補助金の概算払） 
第１１条 連合会は、規則第１６条第２項の規定により、補助金の概算払により補助

金の交付を受けようとするときは、千葉県農業水利施設物価高騰対策支援事業補助

金概算払請求書（別記様式第７号）を知事に提出しなければならない。 
 
（補助金の清算） 
第１２条 連合会は、年度末に残額が生じたときは、該当残額を県に返還するものと

する。 
 
（暴力団密接関係者） 
第１３条 規則第１７条第１項第３号の知事が定める者は、第２条第２項第２号又は

第３号に該当する者（補助事業を行う者が法人その他の団体である場合にあっては、

その役員等が同項各号のいずれかに該当する者である法人その他の団体）とする。 
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（その他） 
第１４条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は知事が別に定める。 
 
附 則 

この要綱は、令和４年１０月１９日から施行し、令和４年度分の補助金に適用す

る。 
 
附 則 

この要綱は、令和５年８月１０日から施行し、令和５年度分の補助金に適用する。 
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別表（第２条第１項） 
補助対象施設 補助対象経費 補助率 

１ 県営土地改良事業

及び県から補助を受

けて造成された機場 

１ 県営土地改良事業及び県から補助

を受けて造成された農業水利施設の

うち土地改良区等が管理している機

場において、令和５年４月分から９月

分の電力使用量及び油脂使用量につ

いて、令和３年からの電力料金及び油

脂費高騰※１,２に伴う増高分。 
 ただし、土地改良区等の実負担分に限

る。 

当該経費の

２分の１以内 

２ 補助事業を活用し

て管理している機場 
１ 基幹水利施設管理事業・県単土地改

良施設管理事業の対象施設において、

土地改良区負担分のうち、令和５年４

月分から９月分の電力使用量及び油

脂使用量について、令和３年からの電

力料金及び油脂費高騰※１,２に伴う増

高分に相当する額。 
 ただし、土地改良区等の実負担分に限

る。 

当該経費の

２分の１以内 

２ 水利施設管理強化事業の対象施設

において、補助対象費用に係る土地改

良区負担分及び補助対象外費用のう

ち、令和５年４月分から９月分の電力

使用量及び油脂使用量について、令和

３年からの電力料金及び油脂費高騰※

１,２に伴う増高分に相当する額。 
 ただし、土地改良区等の実負担分に限

る。 

３ 間接補助事業者事

務費 
１ 事業実施のため、知事が必要と認め

る事務費 
定額 

※１ 電力料金高騰とは、基本料金及び電力量料金、燃料費等調整単価の高騰を示す。 
電力料金高騰は、令和３年同月と比較し算出することとする。 
油脂費高騰分とは、年度ごとの平均単価を比較し算出することとする。 

 ※２ 令和 4 年から令和 5 年の電力料金及び油脂費の高騰に伴う増高分は、千葉県農業水

利施設省エネルギー化推進対策支援事業補助金交付要綱（令和５年５月１５日付け

耕第２９６号制定）に定める「農業水利施設省エネルギー化推進対策支援事業」の

対象とならない場合に限り対象とする。 
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別記様式第１号（第４条第１項） 
 

  年度 千葉県農業水利施設物価高騰対策支援事業補助金交付申請書 

 

第     号 

年  月  日 

 
千葉県知事        様 

 
 
                     所  在  地 
                     名      称 
                     代表者氏名           
 
 
 
     年度において、下記のとおり農業水利施設物価高騰対策支援事業を実施したいの

で、千葉県補助金等交付規則第３条の規定により補助金        円の交付を申請し

ます。 
記 

１ 目  的 
  土地改良区等に対し、農業水利施設に要する電力料金の増高分の一部を補助することに

より、営農の継続と産地の維持、農産物の安定供給を図る。 
 
２ 経費の配分（別紙第１のとおり） 
 
３ 収支予算書（別紙第２のとおり） 
 
４ 完了予定年月日 
 
 
５ 仕入れに係る消費税等相当額（注１） 
 
 
６ その他知事が必要と認める事項（注２） 
 
 
注１ 仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「減額した金額」

を、同税額がない場合には「該当なし」と同税額が明らかでない場合には「含税額」と

それぞれ記入する。 

注２ 申請書には、誓約書（千葉県農業水利施設物価高騰対策支援事業補助金交付要綱第２

条第２項各号のいずれにも該当しない旨を誓約したもの）（別記様式第８号）及び役員等

名簿（別記様式第９号）を添付すること。 
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別紙第１（別記様式第１号）

■経費の配分
１　補助金交付要綱第２条 別表　補助対象経費の1-1から2-2に係る経費について

【電力料金】

対象
施設数
(施設)

補助金額
（円）

対象
施設数
(施設)

補助金額
（円）

対象
施設数
(施設)

補助金額
（円）

合計

【油脂費】

対象
施設数
(施設)

補助金額
（円）

対象
施設数
(施設)

補助金額
（円）

対象
施設数
(施設)

補助金額
（円）

合計

２　補助金交付要綱第２条 別表 補助対象経費の3-1に係る経費について

３　経費の合計

※特記事項

No.

・別紙第１－２及び別紙第１－３,別紙第１－４を併せて提出すること。

補助対象区分（1-1） 補助対象区分（2-1） 補助対象区分（2-2）補助金額
（円）

対象
施設数
合計

(施設)

団体名

※補助対象区分　（1-1）県営土地改良事業及び県から補助を受けて造成された機場
　　　　　　　　（2-1）補助事業を活用して管理している機場
　　　　　　　　　　　【基幹水利施設管理事業・県単土地改良施設管理事業の対象施設】
　　　　　　　　（2-2）補助事業を活用して管理している機場
　　　　　　　　　　　【水利施設管理強化事業の対象施設】

補助対象
事業費(円)

No. 団体名
補助対象

事業費(円)

対象
施設数
合計

(施設)

補助金額
（円）

補助対象区分（1-1） 補助対象区分（2-1） 補助対象区分（2-2）

・上記様式により難い場合は、適宜記入方法を協議すること。

・補助金交付要綱第２条 別表 補助対象経費の3-1に係る経費について、内訳がわかる資料を添付
　すること。
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別紙第１－２a（別記様式第１号） a:電力料金

■経費の配分（団体ごと）

1 － 1

1 － 2

1 － 3

1 － 4

1 － 5

①

2 － 1

2 － 2

2 － 3

2 － 4

2 － 5

②

3 － 1

3 － 2

3 － 3

3 － 4

3 － 5

③合計

施設
番号

合計

施設
番号

合計

施設
番号

１　補助対象区分ごとの集計（電力料金）

（2-2）　補助事業を活用して管理している機場
　　　　【水利施設管理強化事業の対象施設】

対象施設名 補助対象事業費（円）

（2-1）　補助事業を活用して管理している機場
　　　　【基幹水利施設管理事業・県単土地改良施設管理事業の対象施設】

対象施設名 補助対象事業費（円）

団　体　名：

（1-1）　県営土地改良事業及び県から補助を受けて造成された機場

対象施設名 補助対象事業費（円）
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対象
施設数

（施設）

あ

※特記事項

・上記様式により難い場合は、適宜記入方法を協議すること。

補助金額（円）補助対象区分

1-1　県営土地改良事業及び県か
ら補助を受けて造成された機場
①

2-1　補助事業を活用して管理して
いる機場【基幹水利施設管理事業・
県単土地改良施設管理事業の対象施
設】②

※　　補助金額＝ 補助対象事業費
(１円未満切捨て)

2-2　補助事業を活用して管理して
いる機場【水利施設管理強化事業の
対象施設】③

合計

×

補助対象事業費
（円）

・土地改良区以外の団体にあっては、規約等を添付すること。

補助率

・施設番号は、通し番号とし、個票（別紙１－３）と合わせること。

２　補助金額の算定（電力料金）
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別紙第１－２b（別記様式第１号） b:油脂費

■経費の配分（団体ごと）

4 － 1

4 － 2

4 － 3

4 － 4

4 － 5

①

5 － 1

5 － 2

5 － 3

5 － 4

5 － 5

②

6 － 1

6 － 2

6 － 3

6 － 4

6 － 5

③

団　体　名：

１　補助対象区分ごとの集計（油脂費）

（1-1）　県営土地改良事業及び県から補助を受けて造成された機場

合計

施設
番号

対象施設名 補助対象事業費（円）

（2-1）　補助事業を活用して管理している機場
　　　　【基幹水利施設管理事業・県単土地改良施設管理事業の対象施設】

施設
番号

対象施設名 補助対象事業費（円）

合計

施設
番号

対象施設名 補助対象事業費（円）

（2-2）　補助事業を活用して管理している機場
　　　　【水利施設管理強化事業の対象施設】

合計

10



対象
施設数

（施設）

※特記事項

・上記様式により難い場合は、適宜記入方法を協議すること。

補助対象区分
補助対象事業費

（円）
補助金額（円）

1-1　県営土地改良事業及び県か
ら補助を受けて造成された機場
①

２　補助金額の算定（油脂費）

2-1　補助事業を活用して管理して
いる機場【基幹水利施設管理事業・
県単土地改良施設管理事業の対象施
設】②

2-2　補助事業を活用して管理して
いる機場【水利施設管理強化事業の
対象施設】③

・施設番号は、通し番号とし、個票（別紙１－４）と合わせること。

・土地改良区以外の団体にあっては、規約等を添付すること。

合計

※　　補助金額＝ 補助対象事業費 × 補助率
(１円未満切捨て)
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別紙第１－３(a)（別記様式第１号） a：農業水利施設省エネルギー化推進対策支援事業と併用

■個票 団体名：

１　施設番号,施設名及び造成事業

施設番号： ※１ 施設名　：

□ 用水 （口径： 台数： 台）

□ 排水 （口径： 台数： 台）

２　補助対象区分（該当するものに☑をつける）

３　契約区分 （該当するものに☑をつける）

４　補助対象事業費の算定
R3燃料費調整単価 R4燃料費調整単価 増高分(円/kWh) R5使用電力量(kWh) 増高額(円)※2

① ② ③=②-① ④ ⑤=③×④

４月分

５月分

６月分

７月分

８月分

９月分

合計

【電気料金の負担割合】 （％）

国 県
その他

(市町村等)

増高額合計 × ⑥ /100　＝

× /100　＝ 円

※1　施設番号は、経費の配分（別紙第１－２）と合わせること。
※2　月毎の増高額について、１円未満切捨てで計算する。
※3　契約種別毎に分けて作成すること。

　　□（1-1）県営土地改良事業及び県から補助を受けて造成された機場

造成事業・地区名：

種別：以下について、該当するものに☑をつける

補助対象事業費(円）

※4　使用電力量がわかる書類（電力供給会社からの通知や領収書等）の写し、施設の写真
　　（施設の全景、ポンプの全景等）を添付すること。

　　□（2-1）補助事業を活用して管理している機場
　　　　　　【基幹水利施設管理事業・県単土地改良施設管理事業の対象施設】

　　□（2-2）補助事業を活用して管理している機場
　　　　　　【水利施設管理強化事業の対象施設】

□低圧　□高圧　□特別高圧

月

土地改良区等　⑥
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別紙第１－３(b)（別記様式第１号） b：本事業のみを実施

■個票 団体名：

１　施設番号,施設名及び造成事業

施設番号： ※１ 施設名　：

造成事業・地区名：

□ 用水 （口径： 台数： 台）

□ 排水 （口径： 台数： 台）

２　補助対象区分（該当するものに☑をつける）

３　契約区分 （該当するものに☑をつける）

４　補助対象事業費の算定

R3基本料金 R5基本料金 基本料金増高額 従量料金単価増高分※2 R5使用電力量(kWh) 従量料金増高額(円)※3 増高額合計(円)

① ② ③=②-① ④ ⑤ ⑥=④×⑤ ⑦=③+⑥

４月分

５月分

６月分

７月分

８月分

９月分

合計

【電気料金の負担割合】 （％）

国 県
その他

(市町村等)

増高額合計 × ⑧ /100　＝

× /100　＝ 円

※1　施設番号は、経費の配分（別紙第１－２）と合わせること。
※2　従量料金単価増高分とは、電力量料金及び燃料費調整単価の合計の増高分とする。

※3　月毎の増高額について、１円未満切捨てで計算する。
※4　契約種別毎に分けて作成すること。

□低圧　□高圧　□特別高圧

月

土地改良区等　⑧

補助対象事業費(円）

※6　４の表は、必要に応じて行数を追加し整理すること。

　　□（1-1）県営土地改良事業及び県から補助を受けて造成された機場

　　□（2-1）補助事業を活用して管理している機場
          　【基幹水利施設管理事業・県単土地改良施設管理事業の対象施設】

　　□（2-2）補助事業を活用して管理している機場　【水利施設管理強化事業の対象施設】

　※農業水利施設省エネルギー化推進対策支援事業が対象外である理由

　　□「水利施設管理強化事業の対象施設」及び「維持管理費に占める油脂費及び電力料の割合が
        25％以上の施設管理者が管理する施設」に該当しないため

　　□省エネルギー化・コスト削減の取組みを実施するのが困難であるため
　　　（困難である理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

種別：以下について、該当するものに☑をつける

　　□令和４年度から令和５年度の高騰分がないため

※5　電力料金及び使用電力量がわかる書類（電力供給会社からの通知や領収書等）の写し、施設の写真
　　（施設の全景、ポンプの全景等）を添付すること。
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別紙第１－４(a)（別記様式第１号） a：農業水利施設省エネルギー化推進対策支援事業と併用

■個票 団体名：

１　施設番号,施設名及び造成事業

施設番号： ※１ 施設名　：

□ 用水 （口径： 台数： 台）

□ 排水 （口径： 台数： 台）

２　補助対象区分（該当するものに☑をつける）

３　補助対象事業費の算定

円 ①

円 ②

円/L ③=②-①

L ④

増高額合計＝ 単価増高分③ × 油脂使用量合計④ 増高額合計⑤

増高額合計＝ × ＝

【油脂費の負担割合】 （％）

国 県
その他

(市町村等)

増高額合計⑤ × ⑥ /100　＝

× /100　＝ 円

※1　施設番号は、経費の配分（別紙第１－２）と合わせること。

　　□（1-1）県営土地改良事業及び県から補助を受けて造成された機場

造成事業・地区名：

種別：以下について、該当するものに☑をつける

※2　令和３、４年度の各月の油脂費単価及び令和５年油脂使用量がわかる書類（領収書等）の
　　 写し、施設の写真（施設の全景、ポンプの全景等）を添付すること。

　　□（2-1）補助事業を活用して管理している機場
　　　　　　【基幹水利施設管理事業・県単土地改良施設管理事業の対象施設】

　　□（2-2）補助事業を活用して管理している機場
　　　　　　【水利施設管理強化事業の対象施設】

土地改良区等　⑥

補助対象事業費(円）

R3年度油脂費平均単価＝

R4年度油脂費平均単価＝

R5油脂使用量合計＝

単価増高分＝
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別紙第１－４(b)（別記様式第１号） b：本事業のみを実施

■個票 団体名：

１　施設番号,施設名及び造成事業

施設番号： ※１ 施設名　：

□ 用水 （口径： 台数： 台）

□ 排水 （口径： 台数： 台）

２　補助対象区分（該当するものに☑をつける）

３　補助対象事業費の算定

円 ①

円 ②

円/L ③=②-①

L ④

増高額合計＝ 単価増高分③ × 油脂使用量合計④ 増高額合計⑤

増高額合計＝ × ＝

【油脂費の負担割合】 （％）

国 県
その他

(市町村等)

増高額合計⑤ × ⑥ /100　＝

× /100　＝ 円

※1　施設番号は、経費の配分（別紙第１－２）と合わせること。

　　□（1-1）県営土地改良事業及び県から補助を受けて造成された機場

造成事業・地区名：

種別：以下について、該当するものに☑をつける

　　□（2-1）補助事業を活用して管理している機場
　　　　　　【基幹水利施設管理事業・県単土地改良施設管理事業の対象施設】

　　□（2-2）補助事業を活用して管理している機場
　　　　　　【水利施設管理強化事業の対象施設】

土地改良区等　⑥

補助対象事業費(円）

　※農業水利施設省エネルギー化推進対策支援事業が対象外である理由

※2　令和３、５年度の各月の油脂費単価及び令和５年油脂使用量がわかる書類（領収書等）の
　　 写し、施設の写真（施設の全景、ポンプの全景等）を添付すること。

　　□「水利施設管理強化事業の対象施設」及び「維持管理費に占める油脂費及び
　　　電力料の割合が25％以上の施設管理者が管理する施設」に該当しないため

　　□省エネルギー化・コスト削減の取組みを実施するのが困難であるため
　　　（困難である理由：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　□令和４年度から令和５年度の高騰分がないため

R3年度油脂費平均単価＝

R5年度油脂費平均単価＝

単価増高分＝

R5油脂使用量合計＝
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別紙第２（別記様式第１号） 
 
収支予算書 
 
(1)収入の部 
 本年度予算額 備考 

県補助金   

計   
 
 
(2)支出の部 
 本年度予算額 備考 
補助金   
事務費   
計   
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別記様式第２号（第６条） 
 年度 農業水利施設物価高騰対策支援事業変更（中止・廃止）承認申請書 

 
 

第     号 

年  月  日 

 
千葉県知事        様 

 
 
                     所  在  地 
                     名      称 
                     代表者氏名           

           
 

    年  月  日付け千葉県耕指令第  号で補助金交付の決定のあった          

事業を次のとおり変更（中止・廃止）したいので、千葉県農業水利施設物価高騰対策支援事

業補助金交付要綱第６条の規定により、承認を申請します。 
 
 １ 変更（中止・廃止）の理由 
 
 
 
 ２ 変更の内容 
 
 
 
 
 
注 別記様式第１号様式に準じ、変更前と変更後が比較対照できるよう変更に係る部分に

ついてのみ変更前を括弧書きで上段に記載すること。 
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別記様式第３号（第７条） 
 

 年度 農業水利施設物価高騰対策支援事業遂行状況報告書 
 

第     号 
                                 年  月  日 
 
 

千葉県知事        様 
 
 
                     所  在  地 
                     名      称 
                     代表者氏名           
 
 
 
   年  月  日付け千葉県耕指令第  号で補助金交付決定のあった農業水利施設物

価高騰対策支援事業の  年  月  日現在の遂行状況を千葉県補助金等交付規則第１０

条の規定により、下記のとおり報告します。 
記 

１ 事業遂行状況（別紙第３のとおり） 
 
２ 事業完了予定     年  月  日 
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別紙第３ 
 
１ 収支の状況 
 
収入の部 

区  分 予 算 額 収入済額 収入未済額 備  考 
 

県補助金 
 

計 

円 
 
 
 

円 
 
 
 

円 
 
 
 

 
 
 
 

 
支出の部 

区  分 予 算 額 支出済額 支出未済額 備  考 
 

補助金 
 

事務費 
 

円 
 

円 
 

円 
 

 
 

計 円 円 円  
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別記様式第４号（第８条第１項） 
 

 年度 農業水利施設物価高騰対策支援事業実績報告書 
 

第     号 
  年  月  日 

 
千葉県知事        様 

 
                     所  在  地 
                     名      称 
                     代表者氏名           
 
 
   年  月  日付け千葉県耕指令第  号をもって補助金交付決定のあった農業水利

施設物価高騰対策支援事業について、下記のとおり事業を実施したので、千葉県農業水利施

設物価高騰対策支援事業補助金交付要綱第８条に基づき報告します。 
記 

 
１ 事業実施主体名 
 
２ 事業実施内容 
   土地改良区等に対し、農業水利施設に要する電力料金の増高分の一部を補助すること

により、営農の継続と産地の維持、農産物の安定供給を図る。 
 
３ 事業実施収支計算書（別紙第４のとおり） 
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別紙第４ 
 
事業実施収支計算書 
 
(1) 収入の部 
 

 本年度精算額 本年度予算額 差引増減額 備考 

県補助金     

計     

 
(2) 支出の部 
 

 本年度精算額 本年度予算額 差引増減額 備考 

 
補助金 

 
事務費 

 

    

計     
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別記様式第５号(第８条第３項、第４項) 

 

年度 仕入れに係る消費税等相当額報告書 
 

年  月  日   
 
 千葉県知事        様 
 

所  在  地          
名      称           

                  代表者氏名           
 
 
 
     年  月  日付け千葉県耕指令第  号で補助金交付の決定のあった千葉県農

業水利施設物価高騰対策支援事業補助金について、千葉県農業水利施設物価高騰対策支援事

業補助金交付要綱第６条第３項（第４項）の規定により次のとおり報告します。 
 
 
１ 補助金の額の確定額               金        円   

（    年  月  日付け千葉県耕達第  号による額の確定額） 
 
２ 補助金の確定時に減額した仕入れに係る消費税等相当額 

金        円   
 
３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税等相当額 

金        円   
 
４ 補助金返還相当額（３－２）           金        円   
 
５ 当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額がない場合にあっては、その理由 
 
 
 
６ 当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかにならない場合にあっては、そ

の状況 
 
   
 

確定申告が完了していない場合は申告予定時期：  年  月頃 
 
注 内訳資料その他参考となる資料を添付すること。 
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【本件責任者】              【担当者】 
氏  名                 氏  名 
所  属                 所  属 
役  職                 役  職 
電話番号                 電話番号 

別記様式第６号（第１０条） 
 

 年度 千葉県農業水利施設物価高騰対策支援事業補助金交付請求書 
 

第     号  
                                年  月  日  

 
千葉県知事        様 

 
                     所  在  地 
                     名      称 
                     代表者氏名           
 
 
 
   年  月  日付け千葉県耕達第  号で額の確定のあった農業水利施設物価高騰対

策支援事業補助金を千葉県補助金等交付規則第１５条の規定により次のとおり請求します。 
       金          円 
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【本件責任者】              【担当者】 
氏  名                 氏  名 
所  属                 所  属 
役  職                 役  職 
電話番号                 電話番号 

別記様式第７号（第１１条） 
 

 年度 千葉県農業水利施設物価高騰対策支援事業補助金概算払請求書 
 

第     号 
                                 年  月  日 
 

千葉県知事        様 
 
                     所  在  地 
                     名      称 
                     代表者氏名           
 
 
   年  月  日付け千葉県耕指令第  号で補助金交付決定のあった農業水利施設物

価高騰対策支援事業について補助金を概算払により交付されるよう、千葉県補助金等交付規

則第１６条第２項の規定により金       円を請求します。 
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別記様式第８号（別記様式第１号 注２） 
 

誓 約 書 
 

年  月  日  
 

千葉県知事        様 
 

住  所 
（法人その他の団体にあっては主たる事務所の所在地）  

 
 

氏  名              ㊞   
（法人その他の団体にあっては名称及び代表者の氏名）  

 
 
 
 補助金の交付を申請した事業を行う者（法人その他の団体にあっては、その役員等（業務

を執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準ずる者、相談役、顧問その他の実質的

に当該団体の経営に関与している者又は当該団体の業務に係る契約を締結する権限を有する

者をいう。））が千葉県農業水利施設物価高騰対策支援事業補助金交付要綱第２条第２項各号

のいずれにも該当しないことを誓約します。 
 また、補助金等の交付申請をするに当たり、上記内容に該当しないことを確認するため、

千葉県が千葉県警察本部に照会することについて承諾します。 
 なお、誓約した内容と事実が相違することが判明した場合には、補助金の交付を受けられ

ないこと又は補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消されることになっても異議は

ありません。 
 また、これにより生じた損害については、当方が一切の責任を負うものとします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注意事項 
※  本人が自署で作成する場合、押印は原則廃止とし、第三者が作成する場合は原則存続と

する。 
※  本人の自署とする場合は、本人確認書類の写しを添付すること。 
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別記様式第９号（別記様式第１号 注２） 
 

役  員  等  名  簿 

番

号 
商号又は名称 

(半ｶﾅ) 
商号又は名称 
（漢字） 

氏名 
（半ｶﾅ） 

氏名 
（漢字） 

生 年 月 日 
性 別 
(ＭＦ) 住    所 職 名 元 号 

(MTSH) 
年 月 日 

1            
2            
3            
4            
5            
6            
7            

現在における当法人（団体）の役員等名簿に相違ありません。 
年  月  日 

住所 
（法人その他の団体にあっては主たる事務所の所在地） 
氏名                   ㊞  
（法人その他の団体にあっては名称及び代表者の氏名） 

 役員等名簿には、補助を受けようとする事業を行う者が 
   ・法人その他の団体である場合は、その役員等（業務を執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準じる者、相談役、顧問その他

の実質的に当該団体の経営に関与している者又は当該団体の業務に係る契約を締結する権限を有する者をいう。）を記載すること。 
    ただし、当該団体の業務に係る契約を締結する権限を有する者については、本件補助金の申請に関する権限又は補助事業の執行に関す

る契約を締結する権限を委任されている者を除き省略することができる。 
 
注意事項 
※  本人が自署で作成する場合、押印は原則廃止とし、第三者が作成する場合は原則存続とする。 
※  本人の自署とする場合は、本人確認書類の写しを添付すること。 
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